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1　は　じ　め　に

戦後の青森県稲作は，品種改良・栽培技術の改善により

飛躍的に反収が増加し全国でも有数の多収県になった。ま

た，昭和40年代後半から一般に普及した作業の機械化は，

労働力の軽減を推進されたが農機具・賃借料及び料金など

の上昇を招き，米の所得の低下が顕著となってきた。

この改善には，導入される機械化体系を駆使できる経済

的な作業規模の確保が課題であり，′ト規模農家では作業委

託，中・大規模農家では共同・組織的対応が重要である。

このような稲作の作業受委託，共同・組織化を推進するた

め県内の生産組織を対象とし，米生産費低減の実態につい

て調査したので報告する。

2　研　究　方　法

調査対象の生産組軌ま，丸農会（北津軽郡鶴田町），豊

丘産米改善組合（十和田市洞内），金屋転作組合水稲部会

（南津軽郡尾上町）の3組織である。これまでの組織の実

績をふまえ米の生産コストを調査分析するため，・組織・個

別農家の栽培・作業技術を実態調査し各組織の標準的技術

体系を設定し，その作業の担い手（組織・個人）別に経済

評価し分析検討した。なお，栽培・作業技術の実態・改善

については農業試験場が分担した共同研究である。

3　調査対象生産組織の概要

日I　丸農会

1戸当たり耕地面積は1．7血であり，水稲（1，2血）と

リンゴ（0．4血）の複合地帯である。71戸の農家から構成

され作業実施面槙は，約67血であり，育苗，耕起・代掻，

田植作業が組織対応である。組織作業の主な特色は，中苗

散播によるトンネル折衷苗代の採用，乗用田植機（8条植）

の導入であり，108当たり作業時間は34．9時間（うち組織

12．9時間，個人22．0時間）である。

（2I　豊良産米改善組合

1戸当たり耕地面積は3．6血であり，転作を契掛こ野菜

（長芋・ニンニクなど）が導入され，水稲と野菜・畜産の

複合地帯である。ミニライスセンターを核とした21戸の農

家による機械施設の共同利用組織である。作業対象面積は

約48血であり，刈取・脱穀，乾燥・調製作業が組織対応で

ある。また，播種，田植作業はグループ（2～5戸）によ

る共同利用が採用され，108当たり作業時間は36．8時間

（うち組織9．9時間，個人26．9時間）である。

（3）金屋転作組合水稲部会

1戸当たり耕地面積は1．1血であり，水稲（0．6血）と

リンゴ（0．5血）の複合地帯である。集落ぐるみ組織で200

余りの農家で構成され，作業対象面積は118鮎であり，稲

作の全機械作業を組織対応している。組織作業の特色は，

稚苗方式で薄播き30日苗，58年から乗用田植機（6条植），

59年からグレンタンク付コンバインを導入しており，100

当たり作業時間は37．7時間（うち組績15．2時間，個人22．5

時間）である。

4　稲作経営の経済性

川　丸農会

育苗から田植作業まで組織対応であり，県生産軌こ対し

家族労働費・農機具費の節減が顕著である。特に，家族労

働費の節減が大きいのは，育苗が小型トンネル折衷であり，

耕起・代撞，田植作業まで組織対応しており，乾燥・調製

作業は農協など外部機関への作業委託のためである。この

ほか，肥料，農薬，光熱，燃料も若干の節減がみられる。

一方，県生産費に比較して高い費用は，諸材料費（育苗の

人工培土など）・組織の労働費である。以上の結果，100

当たり第1次生産費は122．2千円であり，108当たりの収

量が714句のため60七夕当たりの生産費は10．3千円である。

ほ）豊良産米改善組合

規模の大きい稲作農家が機械化一貫作業体系に必要な各

種機械を組織・個人で所有している。このため県生産軌こ

対し，家族労働費・農機具費・賃借料及び料金の節減が顕

著である。家族労働費の節減は高性能機械の共同利用，農

機具費の節減は播種機・田植機は敷戸の共同利用，コンバ

イン・ライスセンターは組織対応のためである。また，賃

借料及び料金の節減は外部組織へ作業委託がないためであ

る。このほか，種苗費・肥料費も若干の節減がみられる〇

一万，県生産費に比較して高い費用は，諸材料費，光熱・

動力費，建物施設費などである。これら費用は外部組織へ

作業委託をせず稲作の全作業工程を実施するに要する費用

である。以上の結果，10¢当たり第1次生産費は101．6千

円であり，100当たり収量が620坤のためも0り当たり生産
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表1　稲作経営の経済性（昭和59年実績） （単位：104当たり匂・円）
項 。 紬 ・個 人慧 芸 丸　　 農　　 会 豊 良産 米 改善 組合 金 属 車云作組 合 水稲 部 会 3 組織

平 均

県 生

産 費組 織 個 人 計 組織 個 人 計 組 織 個 人 計

収　　　　　　 量 714 6 20 6 90 6 7 5 6 5 0
粗　　 収　　 益 220．209 18 9，151 2 1 2，8 07 2 0 7．389 0 1，338

経

営

費

現

金

支

払

種　　 苗　　 費 1，810

9，475

1，8 10

3．170

1．345 1，345 2．022

10 ，093

2，022 1．726 1．738

肥　　 料　　 費 232 9．707 7，292 7．292 7 2 1 0．165 9，05 5 12，18 1

農　　 薬　　 費 474 5，691 6，165 4，115 7．285 3，613 2，340 5，953 6．46 8 7，119

光　 熱　 動　 力　 費 667 1，789 2，456 3，932 3，530 7．462 1，3 12 1．64 1 2，953 4 ，290 4．105

諸　 材　 料　 費 6．818

13 9

＄30 7，648 7 9 4

5 5 7

9，19 1 9．985 2，840

1，568

4 5 4 3，294 6．9 76 2．435

水　　 利　　 費 15．713 1 5．713 4．602 4．602 7，022 7．022 9．112 6，904

賃 借 料 及 び 料 金 20．825 20，964 7 2 0 1．27 7 19．550 2 1．118 14．4 53 17．093

機 械 施 設 修 理 費 129 2．56 1

5 6，884

2，690 23 8 1．822

3 2，6 17

2，060 1．639 1．083

4 2，182

2，721 2，4 90 3，967

雇 用又 は組 織 労 賃 8．125 8．125 6，709 6．70 9 8，633 8，633 7，8 22 3．335

5 8．877

そ　　 の　　 他 412 4 12 7 46 7 4 6 1，909 1，909 1，0 22

小　　　 計 18．80 6 7 5，69 0 1 6，146 4 8，7 63 2 3．608 6 5，790 6 3，4 14

償 農　　 機　　 具 8，812 17．072 2 5，884 7．081 16．782 2 3．8 63 9．872 3，839 1 3．7 11 2 1，153 3 4．284

却 建　 物　 施　 設 20 7 2，7 11 2，918 4．980 2．277 7，257 3，26 1 8 24 4，0 85 4，7 53 2，787

合　　　　 計 27，8 25 7 6，667 10 4，49 2 2 8，207 5 1．676 7 9．883 6，741 4 6．＄45 83．586 8 9，3 20 9 5，948

組　 繊：運　 営　 費 634 6 34 8 9 4 8 9 4 2．134 2，134 1．221

家 族 労 働 見 積 17，050 17．050 2 0．848 2 0．848 1 7，438 1 7，438 18，4 45 4 6 J 3 0

第 1 次 生 産 費 122，176 10 1，625 10 3．158 10 8，9 86 13 5，609

6 0 上グ当た り生 産 費 10．267 9．835 8，970 9，69 1 12，5 18

注．1）賃借料及び料金は．外部機関への委託作業料・組合且農家からのトラック等の借上料である。
2）雇用又は組織労賃は．個人の場合は雇用労賃，組織の場合は組織が実施した作業労賃である。
3）農機具費は組織・個人とも現有の農機具を新しく購入したものとして評価する。
4）丸農会の水利費は，現在用排水工事継続中であり．土地造成費も含まれる。

費は9．8千円である。

（31金屋転作組合水稲部会

小規模な稲作農家が多く，稲作の全機械作業が組織対応

である。県生産部こ比較して，家族労働費・農機具費の節

減が顕著である。家族労働費の節減は全機械作業が組織対

応で農家個々に対処する作業が少ないためである。農機具

費の節減は機械t施設を組織所有しているためである。こ

のほか，肥料費，農薬費，光熱・動力費も若干節減されて

いる。一方，県生産費に比較して高い費用は，組織の作業

労賃・賃借料及び料金（乾燥・調整作業の委託料）・諸材

料費などである。以上の結果，10tl当たり第1次生産費は

103．2千円であり，108当たり収量は690句のため60句の

生産は9．0千円である。

5　ま　　と　　め

3生産組織の米生産費低減の実態について検討したが，

これらを総括すると次のとおりである。

①　第1次生産熱ま3組織平均109．0千円であり，県生

産費に比較し26．6千円（19．6％）低い。

㊥　農機具費・労働費・賃借料及び料金の合計額は3組

織平均で61．9千円であり，県生産費（100．8千円）に比較

し38．9千円低い。また，これら3費用合計額が第1次生産

費に占める割合の低減も親書である。

⑨　これら3費用の低減は，金屋転作組合水稲部会の事

例にみられるように組織参加農家の稲作規模よりも組織化

による機械作業度合が高いほど，生産費の低減が顕著である。

④　米生産費の構成要素は作業の担い手（個人・組織・

外部機関），その手段（機械・人力）により農機具費・労

働費・賃借料及び料金として分割評価されるが，これら費

用は作業技術体系の中で相互に連動・補完した関係にある。

⑤　共同・組織化の経済効果を一層高めるためには，作

業規模の拡大・高性能機械の導入と共に，組織の計画・実

行・評価など管理機能の強化をはかり組織の作業を担う作

業班・組作業の改善が重要である。

⑥　今後とも米生産費低減は推進されるが，その低減内

容は，農機具費の節減よりも労働費の節紛こよる経済効果

が大きい。その場合，稲作からの余剰労働力の活用が課題

である。
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